
平成30年度 重点事業の要求状況

○新晴れの国おかやま生き活きプラン

【重点戦略Ⅰ　教育県岡山の復活】

１　学力向上プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 5,857,584 )
6,774,998

( 163,880 )
245,395

( 93,691 )
140,129

( 96,830 )
143,776

( 302,715 )
454,001

（ 6,514,700）
7,758,299

２　徳育推進プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 2,767 )
2,767

( 34,406 )
37,406

（ 37,173）
40,173

総務部

総務部

教育委員会

教育委員会

教育委員会

警察本部

教育委員会

計

7 一般

平成３０年度全
国中学校体育大
会の開催
《保健体育課》

30年度

平成３０年度に中国地区で開催される全国中学校体育大
会に向けた選手強化を図るため、岡山県中学校体育連盟
に対し、トップコーチ招聘等の費用について補助すると
ともに、円滑な大会運営のため、審判員等の養成や競技
運営費の補助を行う。

事 業 概 要

要求額（千円）

6 一般

少年非行防止研
究会の成果を共
有・活用するた
めの事業
《少年課》

30年度

少年非行情勢改善の更なる加速化を図るため、平成２９
年度に発足した少年非行防止研究会の研究成果をまとめ
た冊子を作成するとともに、学校等の関係機関に配布
し、研究成果を県下で共有して少年非行防止対策に活用
する。

計

5 一般
奨学のための給
付金事業
《財務課》

-

低所得者層の高等学校教育費の負担軽減を図るため、年
収２５０万円未満程度の世帯に対し、教科書費、学用品
費、修学旅行費等相当額を支給する。（支給単価の増
額）

4 一般

不登校・長期欠席
対策
《教育政策課、生
徒指導推進室》

32年度

不登校・長期欠席の要因を教員が適切に見立てることが
できるようにするための調査・分析を行うとともに、医
療等の新たな視点からの対策を研究する。また、生徒指
導専任リーダーを配置し、組織的な生徒指導推進体制の
構築に取り組むほか、スクールカウンセラーの配置を拡
充し、相談体制を強化する。

3 一般

確かな学力の向上
《教職員課、義務
教育課、保健体育
課》

32年度

教員の指導力向上のため、学習塾等の外部機関との連携
や、協同的探究学習を取り入れた授業などを行うととも
に、教員が子どもと向き合う時間の確保のため、支援員
等の配置を拡充する。また、ＰＴＡや市町村教委との連
携の下、中学生の学習習慣の定着に向けた取組を行う。

2 一般

私立高校等に通う
生徒の保護者負担
の軽減
《総務学事課》

-
低所得者世帯の教育費負担を軽減するため、国の制度改
正に合わせ、私立高校生等に対する奨学のための給付金
について、非課税世帯第一子支給額の増額を行う。

※要求額欄の（　　）内は一般財源の額です。
※別途掲載の「重点事業調書（要求）一覧」（pdfファイル）を開き、しおりの事業名をクリックすると、その事業の調書をご覧いただけま
す。

事 業 概 要

要求額（千円）

1 一般

私立学校の安定的
な経営のための私
学助成拡充
《総務学事課》

-
私立学校の経営安定に資するため、経常費補助金及び県
私学振興財団が行う奨学金貸与制度並びに私立高校生留
学支援事業の拡充を行う。



３　グローバル人材育成プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 13,554 )
13,554

( 19,504 )
20,704

( 10,300 )
20,600

（ 43,358）
54,858

【重点戦略Ⅱ　地域を支える産業の振興】

１　企業誘致・投資促進プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 9,801 )
1,826,586

（ 9,801）
1,826,586

２　企業の「稼ぐ力」強化プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 10,771 )
81,591

( 1,873 )
3,255

( 26,598 )
31,336

産業労働部

産業労働部

県民生活部

14 一般

中小企業・小規
模事業者の事業
承継促進事業
《経営支援課》

－
後継者不在等の事業承継問題に対応するため、セミナー
や研修会の開催、専門家派遣、制度融資の創設など、対
象者の実情に応じた支援により、課題解決を図る。

13 一般

中小企業の第４
次産業革命対応
支援事業
《産業振興課》

32年度

県内中小企業の第４次産業革命への対応を着実に進める
ため、実践的な研修や、企業の具体的な課題の解決に向
けて助言を行う専門家の派遣やマッチングなど、各企業
の取組の進捗状況に応じた支援を実施する。

要求額（千円）

12 一般

自動車関連企業
未来発展事業
《産業振興課、
経営支援課》

32年度
県内自動車関連企業の競争力強化のため、工場管理人材
の育成、取引拡大の支援等に取り組む。

産業労働部

計

事 業 概 要

産業労働部11
一般
・
特

戦略的企業誘致
の推進
《企業誘致・投
資促進課》

32年度

産業用地開発に関するマニュアル作成や、団地開発に係
る適地調査等への支援を通じて、地域の特色を生かした
産業の活性化を目指す市町村が自ら開発主体となって取
り組む新たな産業用地開発を推進する。また、空港南産
業団地開発の促進を図り、平成３０年度中の分譲開始を
目指す。

計

事 業 概 要

要求額（千円）

教育委員会10 一般

「おかやまで輝
こう」プロジェ
クト事業
《高校教育課、
生涯学習課》

32年度

中高生が地域住民や地域団体、ＮＰＯ法人等の多様な主
体と協働・連携し、地域課題の解決やまちづくり活動の
充実を図るとともに、高校と地元自治体、企業、大学等
が連携し、地域の課題やニーズを踏まえ、おかやま創生
を担う人材の育成や地域の活性化に貢献する高校の魅力
化を図る。

9 一般

グローバル人材
の育成の更なる
強化
《高校教育課》

32年度

本県高校生の留学の促進を図るため、留学生への支援や
海外姉妹校提携の拡大に向けた取組を行うとともに、更
なるグローバル教育の実践に向け、研究協力校を２校指
定し、国際バカロレアの教育プログラム等の研究及び教
育活動の実践とカリキュラム開発を行う。

教育委員会

事 業 概 要

要求額（千円）

8 一般
岡山発！留学生
倍増計画
《国際課》

32年度

学生の留学への関心を喚起するため、著名人による講演
やセミナー、座談会等を実施するとともに、グローバル
人材を育成し、地域への定着を図るため、学生の海外留
学支援事業を充実させる。



調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 98,515 )
98,515

( 8,656 )
17,249

( 0 )
77,596

( 6,450 )
6,450

（ 152,863）
315,992

３　観光振興プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 37,965 )
37,965

( 11,715 )
11,715

( 100,831 )
100,831

( 76,510 )
76,510

( 101,740 )
161,020

( 50,181 )
50,181

( 3,089 )
3,089

（ 382,031）
441,311

環境文化部

産業労働部

産業労働部

土木部

土木部

土木部

産業労働部

産業労働部

産業労働部

産業労働部

計

25 一般

～お散歩ペダル～
片鉄ロマン街道リ
フレッシュ事業
《道路整備課》

32年度
「爽快！岡山満喫サイクリングロード事業」で推奨ルー
トに指定した、片鉄ロマン街道について、案内看板等の
整備を行う。

24 一般
瀬戸大橋開通３０
周年記念事業
《監理課》

30年度

中四国の交流・連携を進める上で重要な交通基盤である
瀬戸大橋が平成３０年に開通３０周年を迎えることか
ら、記念事業を実施し、瀬戸内海地域のさらなる魅力向
上を図る。

23
一般
・
特

岡山後楽園の魅力
づくり
《都市計画課》

32年度
国内外からの後楽園への来園者の増加傾向を確かなもの
とするため、さらなる魅力づくり事業や特別名勝の保存
整備を実施する。

22 一般

インバウンド拡大
推進事業
《産業振興課、観
光課》

32年度

東アジアに加え、今後の経済発展により観光客の増加が
見込まれる東南アジア、滞在時間が長く、１人当たり観
光消費額の多い欧州を対象にプロモーションを実施し、
外国人観光客のさらなる誘致と観光消費の増加を図る。

21 一般
滞在型観光推進等
事業
《観光課》

32年度

これまでの３年にわたるデスティネーションキャンペー
ンの効果を定着させるため、本県の強みである「フルー
ツ」をメインテーマとした観光キャンペーンを展開す
る。また、レンタカーを利用する観光客への支援を行う
とともに、フィルムコミッション事業を強化し、さらな
るロケ誘致を図る。

20 一般

誘客アップに向け
た自然公園再整備
事業
《自然環境課》

32年度
利用者が多い鷲羽山園地、吉備路風土記の丘、王子ヶ岳
渋川園地の再整備により、施設の老朽化等によるマイナ
ス要因の解消を図り、一層の誘客を促進する。

計

事 業 概 要

要求額（千円）

19 一般

航空ネットワーク
拡充事業
《航空企画推進
課》

32年度

新規定期路線やチャーター便への支援により新規路線の
開拓に取り組むとともに、開港３０周年を迎えた岡山空
港の愛称の周知等により空港の魅力を再発信すること
で、空港利用者数の増加と路線の維持・拡充を目指す。

県民生活部

18 一般

ネットワーク活用
新分野進出・事業
拡大支援事業
《マーケティング
推進室》

32年度
米日カウンシル等を活用し、県内企業と米国企業等との
ネットワークを構築することにより、新たな製品開発、
新事業への取組を推進する。

17 一般
次世代産業育成
促進事業
《産業振興課》

32年度

新エネルギー関連分野・次世代エレクトロニクス関連分
野に加え、人工知能・ＩｏＴ等の第４次産業革命関連分
野へ新規参入を図る県内中小企業を、研究開発から事業
化まで支援し、次世代分野に進出する企業の集積を図
る。

16 一般

地域の強みを活
かした医療機器
創出支援事業
《産業振興課》

31年度

医療機器メーカーから得られるニーズをもとに県内もの
づくり企業とのマッチングを実施するとともに、医療機
器に係る試作費、試験検査費等を補助することで、県内
での医療機器開発を促進する。

15 一般

中小企業ライフ
ステージサポー
ト事業
《経営支援課》

－

中小企業信用保険法等の改正を踏まえ、中小企業・小規
模事業者がライフステージ（創業期～拡大期～再生期）
の中で直面する金融リスクをカバーし、円滑な資金調達
を支援する。

事 業 概 要

要求額（千円）



４　攻めの農林水産業育成プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 16,583 )
16,583

( 37,610 )
39,182

( 18,806 )
44,167

( 48,596 )
213,785

( 95,675 )
104,478

( 118,143 )
142,377

( 5,803 )
8,830

（ 341,216）
569,402

５　働く人応援プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 5,296 )
10,591

( 25,398 )
47,148

( 37,282 )
53,152

産業労働部

産業労働部

農林水産部

農林水産部

農林水産部

農林水産部

農林水産部

農林水産部

35 一般

仕事も家庭も生き
活きと！働き方改
革推進プロジェク
ト
《経営支援課、労
働雇用政策課》

32年度

働き方改革に対する企業や県民の意識醸成を図るほか、
働き方改革に取り組む企業に対し、制度融資等による支
援を行う。また、女性や高齢者をそのニーズに応じた多
様な就業に結び付けるため、きめ細かなアドバイスや
マッチングを実施する。

34 一般

おかやまで就職し
よう！人材還流・
定着プロジェクト
《労働雇用政策
課》

32年度

若者の還流・県内定着を図るため、首都圏の大学との関
係強化を図る大学生Ｕターン就職ナビゲーター（仮称）
の配置やインターンシップの推進、若手社会人等を対象
とした職場定着セミナーの開催などに取り組む。

計

事 業 概 要

要求額（千円）

33 一般

おかやま☆輝く
女性☆応援事業
《男女共同参画
青少年課》

32年度

女性活躍やワークライフバランス等を推進するため、企
業側と女性側双方へのアプローチにより、企業の女性活
躍に向けた取組を加速させるとともに、女性の活躍する
意欲を喚起する。

県民生活部

32 一般

豊かな海と川づく
り事業
《水産課、農林水
産総合センター》

32年度
魅力ある水産物を育む豊かな海と川の実現を図るため、
海及び川の環境調査や水産資源の持続的な利用に向けた
資源管理、カワウ被害等防止対策などに取り組む。

31 一般

くだもの王国おか
やま供給力強化・
担い手育成事業
《農政企画課、農
産課》

31年度

白桃やぶどうなどの供給力強化を図るため、産地拡大や
就農促進の取組を支援するとともに、三徳園を核にした
担い手育成の新たな仕組みを構築するなど、儲かる農業
を推進する。

30 一般

総合的な鳥獣被害
防止対策事業
《鳥獣害対策室、
水産課》

32年度
農作物等被害の低減を図るため、サル被害に強い集落づ
くりや有害獣許可捕獲の支援強化、狩猟者の確保育成、
カワウ被害防止対策を推進する。

29 一般

｢伐って、使って、
植えて、育てる」
林業サイクル再構
築プロジェクト
《林政課、治山
課》

33年度

東京2020五輪大会での県産材のＰＲや木造住宅等の普及
促進支援による県産材需要拡大のほか、林業の担い手の
確保や未整備森林の解消に向けた情報整備、少花粉苗木
の供給体制の確立に取り組み、林業の成長産業化を推進
する。

28 一般

おいしい岡山和牛
改良推進事業
《畜産課、農林水
産総合センター》

32年度

牛肉の消費者ニーズに対応するため、「おいしさ」を指
標とする岡山和牛の改良を進めるとともに、ジャージー
牛なども含めた地域の特色あるおいしい「岡山牛」のＰ
Ｒを推進する。

27 一般

岡山農産物ブラン
ド力強化事業
 《対外戦略推進
室、農産課、農林
水産総合セン
ター》

32年度

県産農産物ブランド確立・育成を図るため、首都圏や海
外でのプロモーションの展開や冬から春に出荷できる県
産いちごのブランド育成、岡山米の認知度向上支援など
を推進する。

事 業 概 要

要求額（千円）

26 一般

ツキノワグマ等
被害防止強化促
進事業
《自然環境課》

31年度

専門指導員を継続配置し、全県的にクマ出没時の迅速な
対応を図るとともに、地域ぐるみでの被害対策を実施す
るなど、野生鳥獣による人的被害防止の強化・充実を図
る。

環境文化部



調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 9,422 )
11,922

（ 77,398）
122,813

【重点戦略Ⅲ　安心で豊かさが実感できる地域の創造】

１　保健・医療・福祉充実プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 14,183 )
14,183

( 0 )
40,600

( 9,252 )
10,252

( 14,567 )
14,567

( 35,307 )
35,307

( 0 )
184,279

（ 73,309）
299,188

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

土木部

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

計

42
一般
・
特

国民健康保険保
険者機能の充
実・強化事業
《長寿社会課》

32年度

平成３０年度から県も市町村とともに保険者となり、財
政運営の責任主体として、国保運営の中心的役割を果た
すことから、将来にわたり国保財政の安定化を図るた
め、レセプト点検や保健事業の取組への支援体制を充
実・強化させ医療費の適正化を進める。

41 一般

献血運動推進全
国大会等運営事
業
《医薬安全課》

30年度

献血運動推進全国大会は、毎年、都道府県持ち回りで開
催されており、第５４回大会は岡山県で開催されるた
め、必要な準備を進め、本大会により血液事業の発展に
つなげる。

40 一般
Ａ型事業所経営
改善応援事業
《障害福祉課》

32年度

経営改善や事業の安定化に取り組む就労継続支援Ａ型事
業所に対して、専門家を派遣し、経営診断や助言・指導
等を行うとともに、経営者向けセミナーや販路開拓に向
けた展示商談会を開催することにより、経営改善を支援
し、事業所で働く利用者が安心して就労訓練を受けられ
る環境の整備を目指す。

39 一般
のばせ健康寿命
推進事業
《健康推進課》

32年度

県民や企業などが健康づくりに取り組む機運の醸成を図
るため、健康づくりアワードを開催するとともに、幅広
い関係機関・団体等と連携した県民運動を展開する。ま
た、大学などと連携し若者からの喫煙・受動喫煙防止を
推進する。

38 一般

地域包括ケアシ
ステム市町村支
援事業
《長寿社会課》

32年度

高齢者が要介護状態となる時期を可能な限り遅らせ、住
み慣れた地域での生活を継続できるように、通いの場の
普及促進等の介護予防や認知症対策を進め、それぞれの
地域に合った地域包括ケアシステムの構築に取り組む市
町村を支援する。

事 業 概 要

要求額（千円）

37 一般
特定地域看護職
員確保支援事業
《医療推進課》

35年度

若手看護職員の採用が困難な状況にある二次保健医療圏
において、病院等が行う就職準備金支給による人材確保
の取組を支援し、将来にわたり安心して医療を受けられ
る体制の整備を目指す。

計

36 一般

建設産業人材確
保プロジェクト
事業
《監理課》

32年度

安心で豊かさが実感できる地域の創造に不可欠な産業で
ある建設産業の周知を図るためイベントを開催するとと
もに、土木・建築系の高校生に対する企業との意見交換
会や現場見学会の開催などの事業を行うことにより、県
内建設産業を人材確保の面から支援する。

事 業 概 要

要求額（千円）



２　結婚・妊娠・出産応援プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 95,808 )
123,122

（ 95,808）
123,122

３　子育て支援充実プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 79,589 )
88,619

（ 79,589）
88,619

４　防災対策強化プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 4,995 )
165,995

( 14,640 )
57,640

( 280 )
120,880

( 0 )
86,956

( 84,000 )
3,415,000

( 20,340 )
20,340

知事直轄

総務部

総務部

土木部
知事直轄
総務部

保健福祉部
教育委員会

保健福祉部

保健福祉部

知事直轄

50 一般

おかやま「避難確
保」プロジェクト
《防災砂防課、危
機管理課、総務学
事課、保健福祉
課、保健体育課》

33年度

水防法等の一部改正に伴い、浸水想定区域内等に存する
要配慮者利用施設（社会福祉施設等）に避難計画の作成
等が義務化されたことから、施設及び避難場所の浸水深
等の調査を行うとともに、避難誘導のタイムラインをモ
デル的に作成するなど、適正な避難計画の作成を支援す
る。

49
一般
・

投資

公共施設マネジ
メント推進事業
《財産活用課、
財務課》

38年度
公共建築物及びインフラ施設を対象に、長寿命化・耐震
化等の実施計画である個別施設計画を策定し、公共施設
の老朽化対策を計画的に進める。

48 投資
県庁舎耐震化整
備事業
《財産活用課》

35年度

震度６弱程度の揺れに耐えられないおそれがある本庁舎
（本館）及び議会棟（旧館）について、人命の安全確保
に加え、災害発生時にも防災拠点として十分に機能でき
る庁舎への整備に向け、基本・実施設計を行う。

47 一般
通信機能強靱化
事業
《危機管理課》

31年度
大規模災害発生時における国、市町村等との通信を確保
するため、通信回線の信頼性向上や長時間停電による通
信途絶を防ぐため電源機能を強化する。

46 一般
消防学校訓練施
設機能強化事業
《消防保安課》

30年度
複雑・多様化する火災・災害に適確に対応できる実践力
を備えた消防職員の養成を図るため、実践的訓練施設を
整備する。

知事直轄

計

事 業 概 要

要求額（千円）

45 一般
支援物資物流体
制強化推進事業
《危機管理課》

33年度
大規模災害発生時における支援物資物流体制の確保等に
向け、被災市町村のニーズを県が過不足なく集約し、迅
速かつ確実に支援を実施するための体制を整備する。

計

事 業 概 要

要求額（千円）

44 一般

子ども・子育て支
援環境の充実～待
機児童解消に向け
て～
《子ども未来課》

33年度

１・２歳児の入所枠を拡大し、保育所への入所を支援す
るとともに、指定保育士養成施設との連携を強化し、就
職支援や離職防止に取り組み、保育士確保を図るなど、
待機児童の解消につなげていく。

要求額（千円）

43 一般
少子化対策総合推
進事業
《子ども未来課》

32年度

「おかやま縁むすびネット」の推進や結婚に対する機運
醸成、効果的な少子化対策を実施する市町村への支援な
ど、合計特殊出生率の上昇に向けた総合的な少子化対策
を推進する。

事 業 概 要



調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 26,250 )
26,250

( 14,300 )
14,300

（ 164,805）
3,907,361

５　暮らしの安全推進プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 1,000 )
1,000

( 10,908 )
10,908

( 4,814 )
4,814

（ 16,722）
16,722

６　中山間地域等活力創出プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 37,030 )
53,158

( 32,336 )
59,672

（ 69,366）
112,830

警察本部

警察本部

県民生活部

県民生活部

土木部

土木部

計

57 一般

岡山移住１万人プ
ロジェクト推進事
業
《中山間・地域振
興課》

31年度

首都圏等に移住相談窓口を設置するとともに、移住・定
住フェアの開催や晴れの国ぐらしの魅力発信、移住・定
住促進応援事業による市町村への支援等により本県への
移住者の増加を図る。

56 一般

おかやま大好き❤中
山間地域等“若者暮
らし”推進プロジェ
クト
《中山間・地域振興
課》

32年度

中山間地域等において、新たな若者の雇用の場の創出、
大学生等を対象とした就業機会の提供、地域おこし協力
隊の活用等により、若者の還流や流出防止、定着につな
げ、地域の活力の維持と創出を図る。

計

事 業 概 要

要求額（千円）

55 一般

高齢運転者の交
通事故防止対策
事業
《交通企画課》

32年度
高齢運転者の交通事故防止を図るため、頻回事故者に対
しドライブレコーダーを貸し出し、その画像を活用した
個別指導を実施することで、安全運転を支援する。

54 一般

重要犯罪等の早期
検挙に向けた捜査
の高度化事業
《刑事企画課》

30年度
重要犯罪等事件の早期検挙のため、画像精査の高度化・
効率化を図る「特定シーン検索システム」の整備を行
う。

要求額（千円）

53 一般

暴力団離脱者就労
受入企業に対する
損害補償事業
《組織犯罪対策第
二課》

34年度

暴力団構成員の離脱及び社会復帰を促進するため、暴力
団離脱者の就労を受け入れた企業が損害を受けた場合
に、その損害を補償することにより、受入企業の拡充を
図る。

警察本部

計

事 業 概 要

52 一般
生き活きメンテ
ナンス事業
《道路建設課》

32年度

本県は道路橋梁数が全国最多であり、その維持管理費用
は膨大であるため、橋梁の劣化予測や原因分析を行い、
劣化の進行を抑制する対策をモデル的に実施し、その効
果を検証した上、有効な対策を県及び市町村で導入する
ことにより、県全体で橋梁の長寿命化及び維持管理費用
の縮減を図る。

事 業 概 要

要求額（千円）

51 一般

緊急輸送道路沿
道建築物耐震化
支援事業
《建築指導課》

32年度

県が耐震診断を義務付ける緊急輸送道路の沿道建築物
で、倒壊した場合に道路の過半以上を閉塞する恐れのあ
るものに対し、耐震診断、補強設計、耐震改修、除却の
補助を行う市町村を支援する。



７　快適な生活環境保全プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 18,523 )
18,523

( 15,536 )
15,536

( 0 )
11,430

( 3,996 )
27,395

( 22,100 )
22,100

（ 60,155）
94,984

８　生きがい・元気づくり支援プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 32,415 )
32,415

( 7,011 )
7,011

（ 39,426）
39,426

環境文化部

環境文化部

土木部

環境文化部
保健福祉部

環境文化部

環境文化部

環境文化部

計

64 一般
県立美術館魅力
UP事業
《文化振興課》

32年度

県立美術館が県民や観光客にとって気軽に行ってみたい
場所となり、入館者増につながるように、積極的な情報
提供や広報、きめ細かいサービスの提供等、美術館自体
の魅力向上に向けた取組を実施する。

計

事 業 概 要

要求額（千円）

63 一般

東京オリンピック・
パラリンピックを契
機としたスポーツ生
き活きプロジェクト
《スポーツ振興課、
障害福祉課》

32年度

東京オリンピック・パラリンピックの開催によるスポー
ツへの関心の高まりを生かし、キャンプ誘致やトップア
スリートの育成、様々な世代への運動機会の提供などの
取組を通じて、県民がよりスポーツを身近で楽しめる地
域を目指す。

62 一般

空き家対策市町
村支援事業
《建築指導課、
住宅課》

32年度

増加する空き家が社会問題となる中、空き家対策に関心
の高い地域を重点的に支援し、その取組成果を先進的事
例として、他の地区へ普及させるモデル事業や、市町村
の実施する空き家の除却事業に対する支援等を実施し、
市町村の空き家対策を支援する。

61 一般

おかやまの美しい
海、海ごみクリー
ンアップ事業
《循環型社会推進
課》

32年度
市町村と連携した環境学習や清掃活動の実施等を通じ
て、県民に海ごみの現状や対策の重要性を啓発し、県内
全域での海ごみ対策を推進する。

60 一般

食品ロス・家庭ご
み削減促進事業
《循環型社会推進
課》

32年度

「もったいない」の意識喚起や気軽に取り組める家庭ご
みの削減方法の周知等により、県民一人ひとりの食品ロ
ス・家庭ごみの削減に向けた具体的な取組に結びつけ
る。

59 一般
ヒアリ被害防止
緊急対策事業
《自然環境課》

31年度

ヒアリの県内での定着防止のため、徹底した水際対策と
周辺調査を実施するとともに、講習会や出前講座を実施
するなど、担当職員のスキルアップや県民・事業者への
一層の啓発・注意喚起を図る。

事 業 概 要

要求額（千円）

58 一般
児島湖ブルーの
復活とPR事業
《環境管理課》

32年度

透明度が高く青い水を湛える児島湖を目指し、汚濁負荷
量削減等の取組を行うとともに、生物の力による水質浄
化をはじめとする「見た目」の改善に繋がる施策に取り
組む。



９　情報発信力強化プログラム

調書番号 部 局 名 分 類 事　　業　　名 終 了 年 度 説 明

( 25,528 )
38,085

( 6,688 )
6,688

（ 32,216）
44,773

（ 8,189,936）
15,856,459

総合政策局

合計

計

総合政策局66 一般

動画を活用した若
者への効果的な県
政広報の発信
《公聴広報課》

32年度
若者層の注目を集める県政広報動画の作成やＳＮＳを活
用した動画の啓発企画などを実施し、県政への参画意識
の向上を図る。

要求額（千円）

65 一般
首都圏情報発信
力強化事業
《公聴広報課》

32年度

ＰＲ専門会社を活用した首都圏メディアに対する効果的
な取材誘致やメディア側のニーズ把握と県の素材の直接
的な情報提供を行うなど、情報発信力の強化に取り組
む。

事 業 概 要


